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スタッフサービスグループの特例子会社である株式会社スタッフサービス・ビジネスサポート（本社：神奈川県相

模原市、代表取締役社長：亀井宏之、以下「当社」）は、神奈川県が運営する神奈川障害者職業能力開発

校（相模原市南区、校長：水野政幸）から、インターンシップを受け入れます。同校の障がいを持つ訓練生2名

が神奈川本社に通所し、5日間の職業体験をおこないます。本日、1月24日には開会式を開催しました。

2021年3月に法改正により、民間企業の法定雇用率が2.3％に引き上げられました。現在、ダイバーシティ＆

インクルージョンの加速や人口減による労働力不足の流れもあり、障がい者雇用が進んでいます。同校はコロナ禍

以降、採用前提の企業実習はおこなっていたものの、企業協力が必要なインターンシップは実施が難しい状況でし

た。こうした中、当社は神奈川障害者職業能力開発校にインターンシップを企画し、1/24～1/28の5日間の職

業体験が実現しました。同校のインターンシップは3年ぶりとなります。参加する訓練生2名は就労未経験で、今回

が初めての職業体験となり、当社オフィスで事務作業などを通じて働くイメージを掴んでいただくことが目的となります

。インターン期間後半には、当社従業員との就業体験談やチームビルディング・コミュニケーションワークなどのグルー

プワーク、フィードバック面談など、今後の就労活動にも役立つプログラムも予定しています。

当社は2000年3月より、オフィスへの通勤を前提として障がい者を雇用する特例子会社として、全国で人材総

合サービスを展開するスタッフサービスグループの事務処理サービス、およびそれに付帯する支援事業をスタートさせ

ました。コロナ禍ではテレワークを駆使し、一時期は出社率を半数以下に抑えるなどして、業務を継続しています。

現在では、さまざまな障がいをもつ社員（P.3）がおり、その数は383人規模となります。（22年1月現在）この運営

ノウハウを生かし、本訓練事業に臨みます。

当社は、当グループの「チャンスを。」という経営理念のもと、コロナ禍においても障がい者雇用拡大に向けた取り

組みを続けています。今回のインターンシップを通じて、神奈川県における障がい者の就労機会を拡大させてまいり

ます。

2022年1月24日

特例子会社 スタッフサービス・ビジネスサポート

神奈川障害者職業能力開発校からインターンシップを受け入れ
コロナ以降は初、1/24～1/28に訓練生2名に就労イメージを
～厚労省調査では、2021年の神奈川県の障がい者実雇用率は2.16％～
～雇用者数380人超の当社ノウハウ訓練で、県内の雇用拡大を目指す～
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2022年1月24日

インターンシップ概要について

■目的 ：就労未経験者である訓練生向けに、実際にオフィスでの事務作業やチームコミュニケーション

を通じて「働くイメージ」を掴む、職業体験

■方法 ：当社神奈川本社での通所型のインターンシップ

■期間 ：1月24日～1月28日 （1日5時間程度（休憩含、実働4時間））

■対象 ：神奈川障害者職業能力開発校に通う障がい者（訓練生）

■経費 ：無料（※交通費は受講者の負担となります）

体験事例：「電子文書化作業」

インターンシップ初日は「電子文書化作業」をおこないました。当社のオフィススペースに
て訓練講師とともに、資料のスキャンをしてもらいます。その後、PC上でファイルのネーミ
ング、ベリファイ（ファイル名二重チェック）を行ってもらいます。
この作業は実際に当社従業員が日々担っている作業のひとつです。

なお、インターンシップ期間後半では、当社従業員と就業体験談やチームビル
ディング・コミュニケーションワークなどのグループワーク、今後の就労に向けたフィ
ードバック面談など、今後の就労にも役立つプログラムも予定しています。

＜担当者のコメント＞
スタッフサービス・

ビジネスサポート
業務推進部５課
マネージャー 長島 雄介

プロジェクトマネージャー（事業担当者）のコメント

今回のインターンシップは、障がいをお持ちの方を対象としたスタッフサービスグループの特例

子会社がおこなう 「就業体験プログラム」 となります。5日間の日程にて業務実習の体験や

企業へ就業した際に役立つソフトスキルを学ぶことができます。また、神奈川障害者職業能

力開発校出身の当社で就労する先輩社員と一緒におこなうグループワークや交流会を通じ

て「働くイメージ」を持つことができます。

スタッフサービス・ビジネスサポートでは、オフィスへの通勤を前提として障がい者を雇用す

る特例子会社として、全国で人材総合サービスを展開するスタッフサービスグループの

事務処理サービスおよびそれに付帯する支援事業をおこなっています。

グループ会社の社員の給与計算や社会保険手続き、営業活動に利用する各種データの利

用など多岐にわたる業務を受託し、社員個々の特性に合わせて業務を分担しながら遂行して

います。豊富な所定労働時間設定や能力マップによる業務習得、習熟目標の「見える化」、

互いの強み・弱みを活かす「チーム制」、保健師、精神保健福祉士によるサポート体制など、

長く働き続けられ、成長を感じられる工夫をおこない、社員の定着も進んでいます。
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2022年1月24日

（ご参考）厚労省「令和3年 障害者雇用状況の集計結果」公表(12/24）

2021年12月24日に厚労省は「令和3年 障害者雇用状況の集計結果」を公表しました。3月に民間企業
の法定雇用率が2.3に引き上げられてから最初の集計となり、雇用障がい者数、実雇用率とも上昇しています。
この中で、全国の実雇用率は2.2％と前年を0.05％と上回りました。法定雇用率達成企業の割合は47.0%
で前年を1.6ポイント低下しており、障がい者雇用にはまだまだ課題があるといえそうです。

一方で、神奈川県の民間企業の実効用率は2.16％（前年比＋0.03％）、法定雇用率達成企業の割合
も44.6％（同－2.8％）に留まる結果となりました。神奈川県においては、全国の法定雇用率や全体平均に
届いていない状況です。

厚労省サイト：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_23014.html

スタッフサービス・ビジネスサポート 従業員に関して

2019年6月現在
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■スタッフサービス・ビジネスサポート

■スタッフサービスグループ概要

社 名 ：株式会社スタッフサービス・ビジネスサポート
代 表 ：亀井宏之
本 部 ：神奈川県相模原市中央区鹿沼台1－7－7 トラスト・テック相模原ビル
事業内容 ：スタッフサービスグループの事務処理サービス及び付帯する支援事業
従業員数 ： 在宅社員383人（2022年1月1日現在）
ホームページ ： https://www.biz-support.co.jp/

■神奈川障害者職業能力開発校

名 称 ：神奈川障害者職業能力開発校

校 長 ：水野政幸

所 在 地 ：神奈川県相模原市南区桜台13番1号

ホームページ ： https://www.pref.kanagawa.jp/docs/f3e/kanakou/index.html

神奈川障害者職業能力開発校は、障がいのある方が障がいの事情等に応じてその有する能力等を活用し、職業
能力の回復、増進、付与等を可能にするための職業訓練を行っています。職業能力開発促進法に基づいて、国が
設置し神奈川県が運営する職業能力開発施設です。

1981年創業。事務職派遣を中心に人材総合サービスを展開。売上高は3,233億円（2021年3月期）

派遣就業者数は79,847人、派遣登録数は約120万人（2021年3月末現在）

2022年1月24日

（ご参考）厚労省「令和3年 障害者雇用状況の集計結果」公表、各県の状況

2021年12月24日に厚労省は「令和3年 障害者雇用状況の集計結果」を公表しました。3月に民間企業
の法定雇用率が2.3に引き上げられてから最初の集計となり、雇用障がい者数、実雇用率とも上昇しています。
この中で、全国の実雇用率は2.2％と前年を0.05％と上回りました。法定雇用率達成企業の割合は47.0%
で前年を1.6ポイント低下しており、障がい者雇用にはまだまだ課題があるといえそうです。

一方で、神奈川県の民間企業の実効用率は2.16％（前年比＋0.03％）、法定雇用率達成企業の割合
も44.6％（同－2.8％）に留まる結果となりました。神奈川県においては、全国の法定雇用率や全体平均に
届いていない状況です。

厚労省サイト：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_23014.html
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